
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円 5,142

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 0 0

要求額 0 0

決定額

〇県政世論調査（S42～）

〇県政モニター事業（H5～）

郵送法・オンライン調査法

資　格
募集人数
抽出方法
調査方法
調査時期

県内に居住する満１８歳以上の男女個人
８００人程度（うち公募４００人、無作為抽出４００人）
公募、層化二段無作為抽出法
郵送法・オンライン調査法
令和４年６月、８月、１２月（予定）

0 0 0

調査時期

　　・積極的に発言しない県民の声を正確に把握するため、無作為抽出法により対
　　　象を抽出した次の調査を実施する。

調査対象
標 本 数
抽出方法
調査方法

県内に居住する満１８歳以上の男女個人
３，０００人
層化二段無作為抽出法

（２）事業内容

２ 要 求 内 容

0

　　・県民の生活・意識を把握し、それを十分に踏まえた実効性のある施策を推進する
　　　ための基礎資料とする。
　　・県政に対する評価・期待等を把握することにより、将来にわたる県政の進むべき
　　　方向、重点的に取り組む政策を見極めるための資料とする。

5,142

予 算 要 求 資 料

令和４年度当初予算 支出科目　款：総務費　　項：総務管理費　　目：広報費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

電話番号：058-272-1111（内 2078）

事 業 名

E-mail：c11103@pref.gifu.lg.jp

収　入
その他 県　債

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

5,142

寄附金

0

一　般
財　源

知事直轄　広報課　管理広聴係　

(前年度予算額： 千円)

令和４年７月（予定）

5,142

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0 5,142

　県政広聴事業費

１ 事 業 費 5,142



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

153

3,868

39

　　・県政モニター施設等見学会
　　　県の施設や事業等の見学・体験を通して県政に対する理解と関心をさらに高
　　　めていただくため、県政モニターを対象とした見学会を実施する。

　　・若者ガヤガヤ会議
　　　若者の意見・アイデアを県政に取り入れるため、「高校生」「大学生」「若
　　　手社会人」「男女共同参画」「若手外国人」のカテゴリーごとに会議を開催
　　　する。

（２）後年度の財政負担

印刷製本費

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

　　　県10/10
　　（県政推進のための基礎資料を作成するものであり、県が主体となる。）

　　　無

３ 事業費の積算 内訳

委託料

使用料及び賃借料

合計

金額

39

213

745

85

県政世論調査及び県政モニターアンケート調査に係る郵送代
県政モニター施設見学会に係る保険料

県政モニター募集に係るチラシ・ポスター作成費

県政世論調査の実施及び県政モニター対象者の抽出

若者ガヤガヤ会議に係る会場使用料

事業内容

報償費

旅費

　　　県政世論調査：４１都道府県が実施
　　　県政モニター事業：２５都府県が実施

需用費

役務費

　　　毎年度同規模で実施する。

（１）国・他県の状況

5,142

事業内容の詳細

若者ガヤガヤ会議に係る講師報償費

県政モニター施設等見学会の開催・打合せに係る旅費
若者ガヤガヤ会議の開催・打合せに係る旅費

若者ガヤガヤ会議に係る消耗品費及び会議費



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R2年度
実績

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
２
年
度

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　県政推進の基礎資料とするため、県民の意識・県政に対する評価等をより正確・具
体的に把握する。

目標 達成率
指標名

R3年度 R4年度 終期目標
目標

　アンケート調査や若者ガヤガヤ会議で把握した県民の意見やアイデアは、県
政推進の基礎資料や各部局の個別施策の立案に活用しており、当該事業単体で
の達成度をもって成果を説明することは困難であるため。

（これまでの取組内容と成果）

〇県政世論調査
　・調査項目　県民のくらし、県の取組み等に関する県民意識の経年変化
　・設 問 数  １５問
　・調査時期　令和２年７月２２日～８月２１日
　・結果公表　令和２年１１月
　・有効回答　１，５６６人（５２．２％）
　より詳細な分析を実施することにより、県政各分野の課題を明確にすることが
できた。

〇県政モニター事業
　・調査項目 個別の県施策に対する県民意識
　・人　  数 ８３３人（層化二段無作為抽出法による抽出及び公募）
　・調査時期 ７月、８月 、１０月、１２月にアンケート調査を実施
　　　　　　（１０月はインターネット回答のみ）
　１２月までに１９テーマのアンケート調査を実施し、県政各分野の県民意識や
施策に対する評価を把握することができた。

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度



(評価) 　県政世論調査・県政モニター事業ともに、県政推進の基礎資料とするため
に必要である。

２

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（今後の課題）

２

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価) 　県政世論調査で県政全般に関する県民の意識等を調査することで、今後の
広報・啓発の方向性の検討資料としている。
　県政モニター事業については、ほぼ目標値のモニター人数を確保できた。

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　県政モニター事業については、経費的に安価なインターネットモニターの
委嘱増に努めている。

１

　県政世論調査の回答率維持向上のため、引き続き調査項目を県政全般に対する県民
の意識を問うものに厳選し、個別の施策については、一定のモニター数を確保した上
で、県政モニターアンケート調査において調査していく。実施方法としては、イン
ターネット利用で促進しつつ、郵送による対応も引き続き行っていく。
　また、県政モニターに占める若年層の割合を高めるため、引き続き県内大学・企業
などを通じて広く広報を実施していく。

　県政モニターに占める若年層の割合を高めるため、若年層に向けた広報に力を入れ
ていく必要がある。

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

（次年度の方向性）


